
３　歳出の状況

　○人　件　費　　２２億４，６７１万円　　対前年度 ▲ １億５，５６１万円( ▲ ６．５％)

　・一般職員 ▲ 9,779万円 : 退職者（ ▲ ４名）、職員数（ ▲ ２名）の減

　・議員 ▲ 2,168万円 ：議員数（ ▲ ２名）の減、報酬の減（ ▲ 5％相当 → ▲ 10％減） 

　・国勢調査員報酬 ▲ 1,348万円　

　○扶　助　費　　２０億８，８１８万円　　対前年度 ＋ １億２，４９９万円( ＋ ６．４％)

　・支援費( ＋ 5,666万円。自立支援費含む)、生活保護費( ＋ 1,586万円)、児童手当（ ＋ 4,924万円）

　○投資的経費　　　５億７，０９２万円　　対前年度 ＋ １億１，７００万円( ＋ ２５．８％)

　・新規事業は、緊急性・費用対効果により厳選

　・樋ノ上川線改良 8,664万円、石綿対策（議場、市民会館） 5,975万円、高松町会館新築 5,145万円、

 　余子公園整備 3,036万円、境小学校プール改修 1,103万円

　○公　債　費　　１４億６，１２０万円　　 対前年度 ▲ ４，８９９万円( ▲ ３．２％)

　・汚水処理施設整備費分公債費を特別会計へ移動　▲　3,960万円

　○繰　出　金　　１８億８，０４４万円　　対前年度 ▲ ５，２３４万円( ▲ ２．７％ )

　・公共下水道事業費、国民健康保険費など特別会計への繰出金の減

４　財源不足への対応

　○基金の取崩し　１億１，８１０万円　　対前年度 ▲ ７，８０８万円( ▲ ３９．８％)

　・財政調整基金　８，８００万円、公共施設整備基金　１，１００万円、

　　地域福祉基金　１，０００万円　など

　中期的展望に立ち、基金の取崩しを最小限に抑え、基金残高の維持・確保を図った。

　(参　　考)

年度末基金残高

１６年度 ３１億２，７８９万円

１７年度見込み ３２億９，５４８万円

１８年度見込み ３１億７，７３８万円

５　三位一体改革の影響

　○国庫補助負担金の廃止 ▲ １億８，２９８万円 ・・・・ 児童手当他　６事業

　○税源移譲(所得譲与税)　　 ＋ １億４，７００万円　

▲ 　　３，５９８万円

　○臨時財政対策債 ▲ 　　４，１００万円
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